
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
　
　
　
　

　
東
日
本
大
震
災
に
伴
う
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
契
機
に
、
日

本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
や
電
力
制
度
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
め
ぐ
る
議
論
が
進
ん

で
い
る
。
経
済
産
業
省
の
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
は
、
現
行
の
「
エ
ネ
ル
ギ

ー
基
本
計
画
」
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
夏
に
新
し
い
計
画
を
示
す
予
定
。
こ
れ
に
合

わ
せ
、
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
会
議
が
夏
に
「
革
新
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
戦

略
」
を
策
定
す
る
。

総合資源エネルギー調査会の「基本問題委員会」では
民間人を招いて論点を整理（第 回会合 ２月９日）

エネルギーを効率的に活用する提案が
求められる（東京ビッグサイトで開催
した「冬の節電対策展」 昨年 月）

「エネルギーミックス」目指す

多
様
な
供
給
力
で
リ
ス
ク
分
散

産業の競争力維持必須

ピ
ー
ク
対
策
の
視
点
重
要

環
境
・
電
力
戦
略
の
行
方

省
エ
ネ
法
改
正
の
課
題

原発依存の低減基本に

エ
ネ
政
策
抜
本
見
直
し

エネルギー 環境会議による戦略策定のための三つの基本理念

「新たなエネルギー
ミックス実現に向
けた３原則」

原発への依存度低減のシナリオを描く
エネルギーの不足や価格高騰などを回避するため、
明確かつ戦略的な工程を策定する
原子力政策の徹底検証と、新たな姿の追求

「新たなエネルギー
システム実現に向
けた３原則」

分散型のエネルギーシステムの実現を目指す
課題解決先進国としての国際的な貢献を目指す
分散型エネルギーシステム改革に向け複眼的アプロ
ーチで臨む

「国民合意の形成に
向けた３原則」

「反原発」と「原発推進」の二項対立を乗りこえた
国民的議論の展開
客観的なデータの検証に基づき戦略を検討する
国民各層との対話を続けながら、革新的エネルギー
・環境戦略を構築する

出所：経産省資料を基に作成

省エネ法改正原案の概要

需要サイド

従来の省エネ対策に加え、蓄電池やエネルギー管理
システム（ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ）の活用などによる
「ピーク対策」（時間による電気の使用の平準化）
を新たに評価できるようにする

製造事業者

建築材料など、他の建築物や機器などのエネルギー
の消費効率の向上に資する機器を新たにトップラン
ナー制度の対象に追加する（現行の 機器に窓、断
熱材、水回り設備などを検討）

ピーク対策で新たに
検討する系統電力使
用量の算出方法

系統電力使用量 （電力使用合理化時間内の系統電
力使用量）×（合理化係数〈例えば 倍、 倍な
どを検討〉）＋（電力使用合理化時間外の系統電力
使用量）×（合理化係数１）

具体的な制度設計案

定期報告で細かい項目の報告を一つひとつ求める方
式は改める。定量的な努力目標は維持しつつ、評価
期間を中長期（例えば５年程度）とする

法改正後の定期報告事項は 事業者ごとのエネルギ
ーの総使用量 事業者ごとの「見直し後の原単位」
の改善率 エネルギー起源二酸化炭素の排出量－な
どとする

定期報告事項については請求がある場合、開示する
こととする

定期報告事項の根拠となるデータなどについては事
業者に記録・保存を求める

（ ） 　　 （第２部） ２０１２年 平成２４年 ２月２９日 水曜日 　　

　
一
連
の
議
論
は
、
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
に
も
及
ぶ
。
特

に
電
力
の
ピ
ー
ク
シ
フ
ト
・

ピ
ー
ク
カ
ッ
ト
が
重
要
な
課

題
。
経
産
省
は
総
合
資
源
エ

ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
部
会
に
お
い
て
、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
法
の
改
正
を
議

論
。
２
月

日
の
中
間
取
り

ま
と
め
で
は
、
省
エ
ネ
法
に

ピ
ー
ク
対
策
を
盛
り
込
む
こ

と
、
商
品
と
し
て
販
売
さ
れ

て
い
る
機
器
の
う
ち
、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
性
能
が
最
も
優
れ

た
製
品
を
基
準
に
、
他
の
製

品
を
そ
の
性
能
以
上
に
さ
せ

る
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
の

対
象
機
器
に
建
材
や
住
宅
設

備
を
加
え
る
こ
と
を
決
め

た
。

　
ピ
ー
ク
対
策
は
具
体
的
に

は
、
ピ
ー
ク
時
間
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
原
単
位
の
算
出
方

法
の
見
直
し
に
よ
っ
て
企
業

に
節
電
行
動
を
促
す
内
容
。

現
行
の
省
エ
ネ
法
に
は
、
電

力
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
最
も
使

わ
れ
る
時
間
帯
に
、
需
要
を

減
ら
す
ピ
ー
ク
シ
フ
ト
や
ピ

ー
ク
カ
ッ
ト
な
ど
の
「
ピ
ー

ク
対
策
」
の
視
点
が
な
い
。

需
要
側
の
ピ
ー
ク
対
策
は
、

こ
れ
ま
で
の
論
点
整
理
で
も

挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
会
で

は
、
電
力
使
用
量
が
大
き
く

増
え
る
夏
と
冬
の
ピ
ー
ク
時

間
帯
の
電
力
使
用
に
割
増
率

合
理
化
係
数

を
か
け
る

方
法
を
示
し
て
い
る
。
合
理

化
係
数
は
当
初
、
「
イ
メ
ー

ジ
を
つ
か
む
た
め
」

経
産

省

と
し
て
５
割
増
し
を
示

し
た
。
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
会

で
は
、
５
割
で
は
な
く
３
割

と
す
る
意
見
も
あ
っ
た
。
今

後
は
具
体
的
な
数
値
設
定
が

焦
点
に
な
る
。

　
産
業
界
か
ら
は
省
エ
ネ
法

施
行
以
来
、
積
み
重
ね
て
き

た
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
努
力
が
新

し
い
評
価
・
算
出
方
法
に
よ

っ
て
評
価
さ
れ
な
く
な
る
点

を
危
惧
す
る
声
も
根
強
い
。

新
し
い
評
価
方
法
の
結
果
だ

け
で
「
省
エ
ネ
に
非
協
力
的

な
企
業
や
業
界
」
と
い
う
イ

メ
ー
ジ
を
社
会
か
ら
持
た
れ

か
ね
な
い
か
ら
だ
。
中
間
取

り
ま
と
め
で
は
、
算
出
方
法

の
見
直
し
に
つ
い
て
「
こ
れ

ま
で
の
事
業
者
の
省
エ
ネ
努

力
が
正
当
に
評
価
さ
れ
る
よ

う
従
来
施
策
と
の
連
続
性
を

踏
ま
え
た
も
の
と
す
る
」
と

の
一
文
を
入
れ
て
い
る
。
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
部
会
で
は
今

後
、
合
理
化
係
数
の
設
定
と

合
わ
せ
、
従
来
制
度
と
の
連

続
性
も
課
題
に
な
る
。

　
ま
た
中
間
取
り
ま
と
め
で

は
、
新
築
住
宅
と
オ
フ
ィ
ス

ビ
ル
な
ど
建
築
物
の
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
対
策
の
抜
本
的
な
強

化
も
掲
げ
た
。
具
体
的
に

は
、

年
ま
で
に
全
て
の
新

築
住
宅
・
建
築
物
に
つ
い
て

省
エ
ネ
基
準
へ
の
適
合
を
段

階
的
に
義
務
化
す
る
こ
と
と

し
、
省
エ
ネ
法
改
正
に
合
わ

せ
、
対
象
や
時
期
、
水
準
な

ど

年
ま
で
の
具
体
的
な
工

程
を
示
す
こ
と
も
決
め
た
。

　
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
と

電
力
制
度
見
直
し
、
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
そ
れ
ぞ
れ
か

ら
、
日
本
の
今
後
の
姿
を
決

め
る
議
論
が
進
ん
で
い
る
。

　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

の
基
本
計
画
と
な
る
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
基
本
計
画
は
、現
在

の
も
の
は
２
０
１
０
年
６
月

に
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
計
画

で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の

基
本
で
あ
る
３
Ｅ

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全

保
障
、
地
球
温
暖
化

対
策
、効
率
的
な
供

給
に
加
え
、エ
ネ
ル

ギ
ー
を
基
軸
と
し
た

経
済
成
長
と
エ
ネ
ル

ギ
ー
産
業
の
構
造
改

革
を
基
本
的
な
視
点

に
据
え
た
。
こ
の
視

点
を
ふ
ま
え
計
画
で

は
、
原
子
力
発
電
と

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
か
ら
な
る
ゼ
ロ

エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電

源
」
が
電
源
構
成
に

占
め
る
比
率
を

％

か
ら

年
に

％
以

上
に
す
る
と
し
た
。

そ
の
た
め
少
な
く
と

も

基
以
上
の
原
子

力
発
電
の
新
増
設
を

掲
げ
、
原
子
力
依
存

の
傾
向
が
非
常
に
強

い
計
画
と
な
っ
て
い

た
。

　
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子

力
発
電
所
事
故
を
経
て
、
同

計
画
の
継
続
は
現
実
味
を
失

う
。
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

環
境
会
議
は
、
同
計
画
の
白

紙
見
直
し
を
宣
言
。

年
７

月
の
会
合
で
、
原
子
力
発
電

へ
の
依
存
度
低
減
シ
ナ
リ
オ

を
描
く
こ
と
や
原
子
力
政
策

の
徹
底
検
証
、
分
散
型
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
実
現
な

ど
の
基
本
理
念
を
掲
げ
た
。

　
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
所
管

し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
を
策
定
す
る

経
済
産
業
省
は
、

年

月
に
総
合
資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会

の
下
に
「
基
本
問
題

委
員
会
」
を
設
置
。

民
間
か
ら
委
員
を
多

数
招
い
て
議
論
を
開

始
し
、

月
に
は
議

論
で
出
た
論
点
を
列

挙
、
整
理
し
た
「
論

点
整
理
」
を
公
表
し

た
。
論
点
整
理
で

は
、
需
要
家
の
行
動

様
式
や
社
会
イ
ン
フ

ラ
の
変
革
を
視
野
に

入
れ
た
省
エ
ネ
ル
ギ

ー
・
節
電
対
策
の
強

化
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
開
発
と
利

用
の
加
速
、
天
然
ガ

ス
シ
フ
ト
を
は
じ
め

と
す
る
化
石
燃
料
の

ク
リ
ー
ン
利
用
、
原

子
力
発
電
依
存
度
の

低
減
を
基
本
と
し
、
望
ま
し

い
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
」

を
目
指
す
。

年
春
に
は
エ

ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
選
択

肢
を
提
示
し
、
夏
を
め
ど
に

策
定
す
る
新
し
い
エ
ネ
ル
ギ

ー
基
本
計
画
に
反
映
す
る
予

定
だ
。

温
暖
化
が
課
題

　
天
然
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源

に
乏
し
い
日
本
は
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
基
本
的
な
あ
り

方
が
経
済
産
業
政
策
や
地
球

温
暖
化
対
策
、
国
民
生
活
の

姿
を
決
め
る
。
足
元
で
は
全

国
の
原
子
力
発
電
所
の
停
止

が
続
く
中
、
火
力
発
電
へ
の

依
存
度
は
急
激
に
高
ま
っ
て

い
る
。
直
近

年

月
の
発

電
量
を
震
災
前
の
２
月
比
で

見
る
と
、
火
力
は
約

％

増
、
原
子
力
は
約

％
減
と

な
っ
て
い
る
。
　

　
原
子
力
発
電
所
の
稼
働
率

が
１
％
落
ち
る
と
、
火
力
発

電
所
の
稼
働
率
が
高
ま
る
こ

と
で
二
酸
化
炭
素
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
年
間
３
０
０
万

増
加
す
る
。
こ
れ
は
東
芝
グ

ル
ー
プ
の
年
間
排
出
量
を
上

回
る
。
日
本
は

年
以
降
、

京
都
議
定
書
に
よ
る
削
減
義

務
を
負
わ
な
い
方
針
だ
が
、

こ
の
ま
ま
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
増

加
を
放
置
す
れ
ば
、
国
際
社

会
で
の
日
本
の
発
言
力
や
プ

レ
ゼ
ン
ス
存
在
感
は
低
下

せ
ざ
る
を
得
な
い
。
新
し
い

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
姿
が
定

ま
ら
な
い
と
い
う
こ
と
は
、

日
本
の
地
球
温
暖
化
対
策
も

定
ま
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。

　
産
業
の
あ
り
方
に
も
大
き

な
影
響
を
及
ぼ
す
。
電
力
が

安
定
し
て
供
給
さ
れ
な
い
状

態
が
長
引
け
ば
、
産
業
の
競

争
力
を
落
と
す
。
も
と
も
と

日
本
の
産
業
界
は
、
円
高
に

加
え
、
周
辺
の
ア
ジ
ア
各
国

に
比
べ
て
高
い
法
人
税
や
高

水
準
の
経
済
連
携
協
定

Ｅ

Ｐ
Ａ
・
自
由
貿
易
協
定
Ｆ

Ｔ
Ａ

整
備
の
遅
れ
な
ど
不

利
な
競
争
条
件
に
直
面
し
て

い
る
。
震
災
後
の
電
力
供
給

の
不
安
定
化
が
、
企
業
の
望

ま
な
い
形
で
の
国
内
空
洞
化

に
対
す
る
致
命
的
な
一
打
に

な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

集
中
型
の
限
界

　
こ
れ
ま
で
日
本
に
と
っ
て

電
力
供
給
は
、
原
子
力
発
電

や
火
力
発
電
と
い
っ
た
大
規

模
な
発
電
設
備

大
規
模
電

源
を
次
々
に
増
や
し
、遠
く

離
れ
た
都
市
部
や
工
業
地
帯

な
ど
の
大
消
費
地
に
送
る
こ

と
を
基
本
的
な
姿
と
し
て
き

た
。
海
外
各
国
に
比
べ
停
電

が
少
な
く
、
質
の
高
い
電
力

を
供
給
す
る
シ
ス
テ
ム
と
し

て
機
能
。
企
業
活
動
も
産
業

構
造
も
、
こ
の
基
本
形
を
前

提
に
組
み
立
て
ら
れ
日
本
の

経
済
発
展
を
支
え
て
き
た
。

　
だ
が
東
日
本
大
震
災
に
伴

う
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ

っ
て
、
電
力
供
給
力
は
急

減
。

年
夏
に
は
東
日
本
で

計
画
停
電
を
実
施
せ
ざ
る
を

得
な
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ

た
。
大
規
模
電
源
を
中
心
に

据
え
て
電
力
を
安
定
供
給
す

る
集
中
管
理
型
の
仕
組
み
を

採
用
し
て
い
る
た
め
に
、
一

度
大
規
模
電
源
が
安
定
し
て

稼
働
で
き
な
く
な
る
と
、
産

業
活
動
や
国
民
生
活
に
深
刻

な
影
響
を
及
ぼ
す
も
ろ
さ
が

明
ら
か
に
な
っ
た
。

　

年

月

日
に
公
表
さ

れ
た
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
査
会
基
本
問
題
委
員
会
に

よ
る
論
点
整
理
は
、
「
大
規

模
集
中
電
源
に
大
き
く
依
存

し
た
現
行
の
電
力
シ
ス
テ
ム

の
限
界
が
明
ら
か
に
な
っ

た
」
と
記
述
。
「
今
後
は
、

需
要
家
へ
の
多
様
な
選
択
肢

の
提
供
と
、
多
様
な
供
給
力

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

コ
ジ
ェ
ネ
、自
家
発
電
等
の

最
大
活
用
に
よ
っ
て
、
リ
ス

ク
分
散
と
効
率
性
を
確
保
す

る
分
散
型
の
次
世
代
シ
ス
テ

ム
を
実
現
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
」
と
し
た
。
ピ
ー
ク
需

要
を
想
定
し
て
大
規
模
電
源

を
整
備
す
る
従
来
の
形
だ
け

で
は
な
く
、
需
要
と
供
給
そ

れ
ぞ
れ
に
多
様
性
を
持
た
せ

る
こ
と
が
、
集
中
管
理
型
の

も
ろ
さ
を
克
服
で
き
る
も
の

と
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
基
本
問
題
委
員
会
の
論
点

整
理
公
表
後
の

月

日
に

は
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の

電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
タ
ス
ク

フ
ォ
ー
ス
が
論
点
整
理
を
公

表
。
論
点
整
理
で
は
、
需
要

側
の
ピ
ー
ク
カ
ッ
ト
・
ピ
ー

ク
シ
フ
ト
な
ど
新
た
な
需
要

抑
制
策
、
発
電
分
野
の
規
制

や
系
統
接
続
、
託
送
ル
ー
ル

の
見
直
し
、
卸

電
力
市
場
の
活

性
化
、
送
配
電

部
門
の
中
立
化

な
ど
を
論
点
と

し
て
示
し
た
。

こ
の
整
理
を
ふ

ま
え
、

年
１

月
に
は
総
合
資

源
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
査
会
に
「
電

力
シ
ス
テ
ム
改

革
専
門
委
員

会
」
を
設
置
。

検
討
結
果
を
、

新
し
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画

に
反
映
す
る
。

　
送
配
電
部
門

の
中
立
化
の
前

提
に
あ
る
、
発

電
と
送
電
、
配

電
の
主
体
を
分

け
る
「
発
送
配

電
分
離
」
は
、

震
災
前
に
は
「
ほ
と
ん
ど
タ

ブ
ー
」

電
力
シ
ス
テ
ム
改

革
専
門
委
員
会
委
員

だ
っ

た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

の
議
論
と
並
び
、
電
力
制
度

・
シ
ス
テ
ム
改
革
議
論
の
行

方
に
も
大
き
な
注
目
が
集
ま

っ
て
い
る
。

東
電
改
革
を
徹
底

　
東
京
電
力
は
原
子
力
損
害

賠
償
支
援
機
構
と
３
月
末
ま

で
に
「
総
合
特
別
事
業
計

画
」
を
策
定
す
る
。
こ
れ
に

対
し
、
所
管
の
枝
野
幸
男
経

済
産
業
相
は
２
月

日
、
東

京
電
力
の
西
沢
俊
夫
社
長
、

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

の
下
河
辺
和
彦
運
営
委
員
長

・
杉
山
武
彦
理
事
長
に
対
し

「
東
電
が
原
子
力
損
害
賠
償

支
援
機
構
か
ら
の
資
本
注
入

を
希
望
す
る
な
ら
、
資
本
が

保
存
さ
れ
、
資
本
注
入
の
目

的
が
十
分
に
達
成
さ
れ
る
よ

う
担
保
す
る
手
段
が
伴
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
発

言
。
「
注
入
額
に
照
ら
し
て

十
分
な
議
決
権
が
伴
わ
な
い

形
で
計
画
が
策
定
さ
れ
て

も
、
資
本
注
入
を
求
め
る
計

画
を
認
定
す
る
つ
も
り
は
全

く
な
い
」
と
し
、
国
が
東
京

電
力
の
経
営
権
を
握
る
意
思

を
示
し
た
。

　
枝
野
経
産
相
は
翌
日

日

の
会
見
で
、
東
電
を
「
実
態

と
し
て
競
争
が
働
か
な
い
民

間
企
業
」
で
あ
る
一
方
、
電

力
の
安
定
供
給
責
任
を
負
っ

て
い
る
た
め
に
「
普
通
の
民

間
企
業
の
よ
う
に
破
産
さ
せ

る
こ
と
は
な
か
な
か
難
し
い

民
間
企
業
」
と
評
し
た
。
形

式
は
民
間
で
、
実
態
は
競
争

の
な
い
制
度
を
指
し
「
個
々

の
東
電
の
皆
さ
ん
の
責
任
と

い
う
よ
り
も
制
度
の
責
任
」

と
発
言
。
こ
う
し
た
枝
野
経

産
相
の
発
言
や
姿
勢
に
は
、

ひ
と
え
に
東
京
電
力
一
社
だ

け
で
は
な
く
、
東
京
電
力
改

革
を
通
じ
て
電
力
制
度
全
体

の
改
革
に
つ
な
げ
る
意
思
が

は
っ
き
り
と
見
て
取
れ
る
。


